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⑹	一つの取引に対して IFRS と K-GAAP伝票を同時に記帳する方法
⑺	一つの取引に対して１つの IFRS（または、K-GAAP）伝票を生成し、batch 等の方法に
よってK-GAAP（または、IFRS）伝票を記帳する方法
⑻	金融監督院の勧告案の会計処理代案を例として、次のようなものがある。転換日以前の
企業結合に対する遡及適用は完全に排除し、転換日現在保険受理的損益は全額利益剰余
金に反映し、転換日現在の累積換算差は、０と見なす。また、有形資産に対する復興引
当負債は、転換日時点の引当負債変動額を一度だけ推定し、リースは、転換日時点に存
在する約定に対してのみ分類適用する。そして、転換日前に取得した適格資産に対する
借入原価は、資本化を免除し、子会社、関連会社および共同親会社投資持分の帳簿価額
は、転換日の前に過去の会計基準に基づいて評価した帳簿金額または、転換日の公正価
値のうち一つを選択するようにした。
